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フリースクール事業 

 

佐藤真⼀郎

2018 年度報告 

■ 「教育機会確保法」時代のフリースクールの 
あり⽅を模索して 

 2018 年度の変化としては、①⼩学校低学年年
齢・特別な⽀援ニーズを持つ⼦の相談の増加、②
学校関係機関等による視察・研修・連携の要請の
増加、が特徴的なものとして挙げられます。①に
関しては、原因は定かではありませんが、他団体
の動向を⾒ても同じような傾向があるようです。
特別⽀援の専⾨的な知識と対応⽅法を蓄積させ
ることが求められているのと同時に、これまでの
「不登校をしている⼦どもたち」のための「居場
所」としてだけではなく、学校外の「成⻑と学び
の場」としてのフリースクールのあり⽅が求めら
れていることを⽰しているように感じています。
②に関しては、2017 年度、不登校者数が統計を取
り始めてから最多の 14 万⼈を超え、依然として
どのように「解決」してけばいいのかがわからな
い「課題」であること、法律の施⾏が徐々に影響
⼒を持ち始めていること、学校現場の負担が⼤き
く、ヘルプの⼿を⺠間にも求めざるをえなくなっ
ている状況が⽣まれていることを⽰しているよ
うに感じませます。今後ますます、公共と⺠間が
連携して⼦どもたちを⽀えていく必要性は⾼ま
っていきますし、そのあり⽅を模索してく必要が
あります。 

  

■ 各 FS での様⼦・特徴的な取り組み 

⾃主事業 フリースペース コスモ 

・「新規⼊会と異年齢」 

 ⼊退会が年間を通じてあり、新規メンバーも多

かった。メンバー同⼠の話し合いを通じて「安⼼
安全の場を⾃分たちで創り上げていく活動」には
難しさのある⼀年であった。低学年年齢が増えた
こともあり、⼩学部と中等部のような年齢・発達
段階別の活動と場作りを年度途中から意識した。 

・「特別体験プログラムの実施」 

 例年実施している「農業体験プログラム」「冒険
プログラム」を 18 年度も実施。農作業は、初めて
のメンバーが多い中で、異年齢が協⼒し合い、そ
れぞれの役割を果たしながら⽣活づくり等を⾏
なっていった。 

 冒険プログラムは発達段階・年齢別に「富⼠⼭
冒険登⼭」と「縄⽂キャンプ」をメンバーたちと
企画・実施。6 年⽣年齢以上のメンバーは富⼠⼭
を⼀合⽬から登りきり、それ以下年齢のメンバー
は５⽇間に渡りガス・電気のないキャンプ⽣活を
⾏った。 

 企画終了後はそれぞれ報告集づくり・報告会を
⾏い、体験の⾔語化・作品化を⾏なった。（コスモ
夏イベント報告会：9 ⽉ 6 ⽇、コスモ農業体験報
告会：1 ⽉ 26 ⽇） 

 ・「課題」 

①これまで以上に構成メンバーの年齢層が幅広
くなってきている。加えて、明らかな特別な教育
ニーズを持つメンバーも増えてきており、これま
で以上に活動の多様性が求められている。 

②上記の課題解決には、メンバー個⼈が⾃分本来
の課題に向き合い、成⻑していくプロセスを保証
することのできるスタッフの⼒量が必要となる。
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個から集団へ、そしてまた個へと課題を転換しつ
つ社会に対峙していくことで個⼈が社会化して
いく。そのために必要なコミュニケーションの⼒、
平和を創り出す⼒をどう保証していくのか。研究
と討議を進めていく。 

③夏休み以降年度末にかけて、中学校三年⽣年齢
の⼦を持つ保護者からの相談も増えている。進路
模索だけでなく、⽣活習慣を含めた社会参加への
レディネスの保障が必要なケースがほとんどで
あるが、現在、彼らをサポートする仕組みを持ち
得ていない。彼らの葛藤と社会的⾃⽴を⽀える学
びを保証する場（通信制サポート校等を含む）の
設置が必要である。 

④メンバーの原籍校および保護者からの出席報
告の要請が明らかに増えてきている。その背景に
は様々な意味合いがあることが考えられるが、公
教育との連携のあるべき姿を考慮しつつ対応を
進めていく。 

 

練⾺区委託事業 居場所 ぱれっと 

・「今年度のテーマ」 

①⾃治の⽂化づくり、②学習活動の蓄積による⼩
さな成功体験づくり、③⾔語活動を通して他者に
認められる体験を積む」をテーマに活動を⾏なっ
てきた。 

①に関して：デイキャンプ（7 ⽉）、パンづくり（10
⽉）、フリーマーケット出店（12 ⽉）、宿泊企画づ
くり（12 ⽉〜）等、利⽤者たちが企画を出し、話
し合いながら実施していくプログラムが⾏い始

めた。活動後のフリースペースの掃除等のルール
等の⽣活の枠組みも利⽤者たちで話し合いなが
ら進めていくことをし始めることができた。 

②に関して：午前中を教科学習の時間として設定
し、希望者には習熟度に合った学習活動を 8 ⽉よ
りスタートした。学年にとらわれず、できること
から進めていくことで徐々に学習すること、間違
えることへの抵抗感が場として和らぎ始めてい
る。他にも実験のワークショップや PC のワーク
ショップを定期的に開催している。 

③に関して：1 ⽇の終わりに振り返りミーティン
グを⾏うようになった。少しずつ「話してもいい
んだという安⼼感が⽣まれきている。1 ⽉からは
「1 ⽇の活動シート」を作成。個⼈で⾃分の⼀⽇
の活動に⾒通しを作り、振り返る習慣ができてき
ている。 

・「教育⾏政等との連携」 

担当部署が今年度より変わり、そのことで年間計
画書の作成を始めとする書類の作成が増加した。
⼀⽅で引き継ぎの機会を活⽤し、居場所のあり⽅、
ミッション等を⾏政と議論し直す機会を作るこ
とができた。居場所への理解が進む中で、宿泊企
画等も実現できるようになっている。 

 ・「課題」 

基本的にコスモと同様の課題がある。加えて、⾃
治体の委託事業であるという性質上、担当部署、
メンバーの在籍校や SSW、他団体が受託運営して
いる適応指導教室との情報共有・連携のあり⽅を
どのように⾏なっていくのか等、具体的なパート
ナーシップのあり⽅の模索はまだ途上である。

■ 登録者・⾒学者数(⼈)(2019 年 3 ⽉現在) 

  ⼩学⽣ 中学⽣ ⾼校⽣ 相談・⾒学者 
コスモ 10 7 2 35 
練⾺ 12 4 22 
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■ 講演会依頼・視察等の受け⼊れ 

 不登校の増加や教育機会確保法も影響してか、講師依頼、視察の要請が多い⼀年となった。 

12 ⽉ 1 ⽇：練⾺区教育講演会「不登校・義務教育その後」 講師 

1 ⽉ 16 ⽇：三鷹市教育相談部学習会 講師 

1 ⽉ 18 ⽇：第 35 回全国⻘少年相談研究集会研究講義及び分科会 講師 

1 ⽉ 21 ⽇：韓国代案学校施設受け⼊れ 

2 ⽉ 14 ⽇：⻄東京市共産党市議団視察受け⼊れ

 

2019 年度計画

■ フリースクール事業部会の定期開催 

 2018 年度はそれぞれのフリースクール内での
ミーティングは⾏なっていったものの、合同のカ
ンファレンスの開催は２回に留まっている。⾃主
事業と委託事業という異なる背景を持つフリー
スールが双⽅の実践を学び合うことで得られる
経験は⼤きいと考えられることから、今年度は年
間 ５ 〜 ６ 回 程 度 の 定 期 開 催 を ⾏ っ て い く 。 

■ 法⼈ 45 周年イベントに向けて 

 昨年 12 ⽉に練⾺区で⾏なった講演は⼆⼈の
OG に参加していただき、不登校やフリースクー
ルでの体験を通じて得た学びについて、そしてそ
れらが「不登校後」にどのように繋がっているの
かを中⼼に構成し、好評を得ることができた。経
験者に語ってもらうことのできる条件が⽣まれ
ていることを⽣かし、学校内外の学びのあり⽅に
ついて議論する機会を作っていきたい。 

■ 義務教育以後の学びの場づくり 

 義務教育年齢時代に学ぶチャンスを持つこと
ができなかった⾼校⽣年齢の若者たちの学ぶ場
の必要性が、近年の若者⽀援実践を通じて浮き彫

りになってきている。私たちにできることはどの
ようなことがあるのか、また、どの様な場のあり
⽅が求められているのか調査研究し形にする⽅
向を、ワーキンググループを作って模索していく。
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⽣活困窮世帯の⼦ども若者⽀援事業 

 

佐藤孝典

2018 年度報告 

■ 格差社会と「⽀援」の市場化の中で 

 昨今、⼦ども若者をとりまく⽣活困窮課題への
対策は、「⽣活困窮者⾃⽴⽀援法」施⾏で加速して
います。主には、⾃⽴相談⽀援、⽣活⽀援、就労
⽀援、教育的な⽀援が集中的に推し進められてい
ます。とりわけ、学習⽀援と⼦ども⾷堂に注⽬が
集まり、最近では「こどもしょくどう」という映
画も上映されるほどの広がりを⾒せています。さ
て、あらためて「⽣活困窮」という⾔葉の定義を
確認すると、法の上では「現に経済的に困窮し、
最低限度の⽣活を維持することができなくなる
おそれのある者を⾔う」と⼀定の整理はされてい
るものの、⾃治体によってはその定義が “あいま
い”になっているものもあります。学習⽀援は主に
「防貧」的側⾯が強く、最低でも⾼校卒業の資格
は得て、就労における選択肢を増やし、就労⽀援
につなげることが主です。⾷事⽀援は「救貧」的
側⾯が強く、法制度には関係しないものの、家庭
環境により⾷事に飢えている⼦を救済する意味
で⾏われています。 

 このような制度は、今や、介護や保育が市場開
放された経緯と同じように、市場開放がはじまり、
市場原理にもとづく運営が進んでいます。たとえ
ば学習⽀援では、名⽴たる塾産業が参⼊し、⾷事
⽀援では、⼤⼿コンビニが「⼦ども⾷堂」という
看板を掲げて事業展開を計画しています。⼀般的
に、市場開放は企業同⼠の競争⼒を⾼めることに
役⽴ちますが、同時に事業としての標準化・均⼀
化された「サービス」は、時に“ある⼀定状況下”
にある⼦どもたちには届きにくくなってしまう
恐れも含んでいます。こうしたなかで、「市場的サ

ービス」と、⾏政としての「社会保障」。また、市
⺠運動から⽴ち上がったような「インフォーマル
な⽀援」が乱⽴し、それらを受け取る側の⼦ども
たちも、⽀援者側にも、分断が起きかけています。 

■ 2018 年度の取り組み 

 さて、2018 年度の私たちの取り組みは、安⼼安
全を感じられる居場所において、⽣活⾯や⼈間関
係、教科の学びも⼀体的にサポートする取組に⼒
を注いでいます。本来は⼦ども若者たちの成⻑発
達は⼀律に保障されるべき部分です。もちろん⼀
⼈ひとり性格も、成⻑発達のスピードも違うため、
個々に合わせたオーダーメイドな取組が必要で
すが、こうした市場原理の中ではどうしてもそれ
らが置き去りにされてしまう恐れを私たちは感
じています。 

 ⼦ども・若者たちは、⾃⾝の⽣存や存在意義を
脅かされたり、⾃分の学びの不⾜を⾺⿅にされた
りすることのない居場所や関係性のなかで、これ
まで敬遠せざるを得なかった⾃⾝の学習課題に
向き合うことができます。この⾃⾝と向き合う作
業が彼らの⽣きる根幹を形成し、未来を展望する
ための⼟台となっていきます。 

 こうした若者たちの成⻑を⽀えるべく、それぞ
れの⾃治体の特⾊を⽣かした昨年度の取り組み
をご紹介します。 

■ アウトリーチ（訪問⽀援）から 
  学びの場との出会い、そして社会参加まで 

 ⻄東京や練⾺、相模原などの取り組みでは、不
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登校やひきこもり状態の若者の家庭へアウトリ
ーチ（訪問⽀援）し、そこから居場所へ誘い、そ
れぞれの⽬標に応じ教科的・体験的な学びの機会
を提供してきました。共通する特徴として、居場
所と勉強会を同じ会場で⾏なっているというこ
とです。⼦ども・若者の⽣活課題や学習課題は複
合的にからみあっており、別々に切り離すのでは
なく、⼀体的に捉える必要があります。この複合
的な課題に対して、居場所・勉強会では、重層的

に働きかけ、⽇々の連続性の上に学びの機会をつ
くり出しています。また、キャリア教育の視点か
ら、地域の協⼒事業所等の協⼒による職業体験
（相模原）や、利⽤者の要望をもとに、様々な職
業⼈を招き「⾼校⽣のハローワーク」（練⾺）を実
施しました。さらに、同地域で運営される若者サ
ポートステーションにシームレスにつながって
おり、協同ネットという同じ法⼈が運営している
という強みが活かされています。 

 

■参加・登録者数値（平成 30 年 4 ⽉ 1 ⽇〜平成 31 年 3 ⽉ 31 ⽇） 

 

2019 年度計画

■ School to Work（学校から仕事まで） 

１）アウトリーチからキャリア⽀援まで切れ 
  ⽬のないシームレスな⽀援の実現 

２）困窮者⽀援と若者⽀援施策、そして就労 
  ⽀援施策との重層的な⽀援の実施（※認 
  定就労訓練事業_いわゆる中間的就労等） 

３）アウトリーチ実践⼒の向上  

 2019 年度は、アウトリーチからキャリア⽀援
までシームレスな⽀援の実現に⼒を注ぐ⼀年
とします。 
 これまで若者⽀援施策（サポステ等）と、困
窮者⽀援施策の重層的な⽀援が課題のひとつ
とされてきました。 
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 しかし「⽣活困窮者⾃⽴⽀援法」の 2018 年
10 ⽉の法改正にともない、若者⽀援施策と、困
窮者⽀援施策の重層的⽀援の実現可能性が⾼
まっています。こうしたことから、今年度は孤
⽴した若者と出会うきっかけとなる、アウトリ
ーチという⼊⼝から、就労⽀援という出⼝まで、
切れ⽬のないシームレスの⽀援を充実させま
す。 
 私たちが⾏うべき取り組みとして、本来は若
者にとって “あたりまえ”にあるべき⽣活権・学
習権を保障する運動があります。それはつまり、
様々な不利な状況下にある若者たちが、⾃分らし
く居ることができ、⾃分らしく学ぶことができる
環境を整備するということです。そのためには、
ミクロな視点で、⽬の前の若者に真摯に向き合う
とともに、マクロな視点でシームレスな⽀援の重
要性を、地域市⺠や⾏政にも訴えかけていく運動
も重要になっていきます。 
 今後、ますます困窮者⽀援施策（福祉）と、若
者⽀援施策（教育）、就労⽀援施策（労働）連帯が
期待されていきます。若者⾃⾝や、私たちスタッ
フ⼀⼈ひとりが、⾃分たちの⾔葉を持って、⾃分
たちに必要な⽀援のあり⽅を伝えていけるよう
になる必要があると考えています。 
 そのためには、今若者にとって何が必要なのか、
スタッフ⼀⼈ひとりが語る⾔葉を持ち合わせら
れるように、積極的に学習会や研究会にも⼒を⼊
れる⼀年とします。
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若者⽀援事業 

 

藤井智

2018 年度報告

｢若者⾃⽴挑戦プラン(2003)｣から 15 年。引き続
き若者施策の中軸にある｢地域若者サポートステ
ーション｣事業(サポステ)を核に、私たちも若者⽀
援事業を展開してきています。サポステ事業は制
度としては様ざまな問題が指摘されてはいつつ
も、⼈⽣前半期の社会保障施策そのものは重要な
ものであり、私たちも重視するものです。 
 
 ただ委託事業を「こなしていく｣のではなく、実
践する中で現実にみえてくる課題に取り組んで
いくことも、私たちの重要な理念です。とくに｢現
状の労働市場に当て込んでいけば良い｣というの
ではなく、実践の中で若者たちとともに｢⽣きて
いくことのできる現実｣を創造していく、協同実
践の視点と運動を、今後も追求していきます。 
 
 ⼀⽅で、ここ数年で圧⼒が強まってきた国の事
業の｢競争性の確保｣の観点等、若者施策の環境や
状況の変化がこの１年で⼤きく進んできました。
⼈材派遣業者や教育産業の参⼊は、その象徴的な
ものです。また、サポステ事業が｢⼊札⽅式｣３年
⽬、｢⼊札予定価格｣が突然⼤幅に減額(全国的にば
らつきはるものの概ね１割減)され、全国で価格不
調が相次ぎました。 
 
 これらのことからも、昨年度⽅針の｢⾃治体と
の協働連携をすすめること｣と｢地域の⽀持を得
ていく実践をすすめること｣といった中⼼課題は、
さらに重要な課題となっています。 
 
 さらに、｢競争性の確保｣を強くうたう国の若者
施策は、その継続性が引き続き不安定なものにな
っていくことは避けられないことから、法⼈の独

⾃事業を本格的に追求していくことも、強く求め
られるところです。 
 
 2018 年度の具体的⽅針として、私たちは以下を
掲げました。 
① ニーズのある層に取組をとどける 
② 事業｢成果｣の後退を軽視せず､サポステ利⽤
の実態を調査する 
③ 学校連携のあり⽅を模索追求する 
④ 実践⼒の向上から地域の⽀持を得ていく 
⑤ 基礎⾃治体との連携強化・複数部署との関係
構築をすすめる 
⑥ 武蔵野事業をモデルに｢切れ⽬のない⽀援シ
ステム｣を構築する 。 
 
 それぞれが様ざまな状況に規定され、私たちだ
けではすぐには進まないものではありますが、
2018 年度の取組は、⼤きく以下のようにまとめら
れます。 
 
① 事業｢成果｣の停滞傾向は続いている。 
 私たちの若者⽀援事業の取組は｢事業の密度｣
は引き続き⾼いのですが、「新規登録者」や｢進路
決定者｣といった｢数値上の成果｣の停滞傾向は続
いているといわざるをえません。厚⽣労働省は
｢就職困難度の⾼い層がサポステ利⽤をするよう
になってきていることも⼀因だ｣と分析していま
す。 
 
②同時に、｢若年無業者の捕捉率｣に⼤きな変化を
つくれていない。 
 これは全国的な課題でもあり、我が国の社会保
障の脆弱さにも規定されていますが、本来必要な
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若者たちに私たちの取組が⼗分に届いていると
はまだまだいえません。それぞれの事業エリアで
⼯夫は続けていますが、いわゆる｢捕捉率｣は 20〜
25％と考えられます。 
 
③学校連携は｢徐々に⼀歩ずつ｣。 
 ｢学校から社会への“つなぎ”｣を重視する私たち
は、サポステの｢学校連携事業｣が制度としては揺
れ続けていても、学校との関係性を粘り強く追求
してきています。表⾯上の｢成果｣のいかんにかか
わらず、今後も続けていくことが求められます。 
 
④基礎⾃治体複数部署との関係構築は徐々に進
んできている。 
 とはいえ、各⾃治体の体制や状況にも⼤きく規
定されるところでもあり、引き続き意識的に取り
組んでいく必要があります。 
 
⑤実践⼒向上から地域(市⺠)に⽀えられる実践者
に。 
 そのためには、私たちの⽬の前の実践に誠実に

取り組むと同時に、社会の状況を⾒据えて的確
な･必要な運動をつくっていく事も求められます。
これまでも｢わかもの就労ネットワーク｣や｢ＪＹ
Ｃフォーラム（※）｣の運動に中⼼的に関わってき
ました。私たちの取組は、実践⼒の基本がマンパ
ワーにワーカーの⼒量のアップや｢事業部会議｣
を軸にして実践⼒の向上をはかることとあわせ
て、ワーカーの⽣活保障を、ねばり強く社会にう
ったえ続けていく事が求められます。 
 
⑥また、とくに指摘しなければならないこととし
て、法⼈全体の課題としても、「発信⼒の強化」が
あります。 
 ｢競争性の確保｣｢若者施策の市場化｣がすすむ
なかで、実施している内容の先進性や誠実さだけ
では、事業継続が困難な状況が広がってきていま
す。実施団体の連携を強化していくこととともに、
私たちの事業の「⾒せ⽅」｢アピールの仕⽅」にも、

より⼀層⼯夫が求められます。 
 

 

2019 年度

  昨年度より強調されている ①現状の制度を
利⽤し､数値上の成果もあげつつ、私たちが｢やる
べきこと｣を追求していくこと、②地域の⽀持を
得る・実践団体間の連携を強めていくこと、③基
礎⾃治体との連携強化､複数部署との関係を構築
していくこと、④切れ⽬のない⽀援システムづく
りへの運動をすすめていくことは、引き続き重要
な項⽬です。 
 
 同時に、今回のサポステ⼊札にかかわる全国的
な混乱状況からも、⑤実践者同⼠の連携連帯の強
化と、⑥委託事業への過度な依存をいかに脱して
いくかということも、追求を強めていくことが必
要です。 
 
 冒頭の「若者たちとともに“⽣きていくことので
きる現実”を創造していく、協同実践の視点と運動」
にかんして述べるなら、私たちが「社会的事業」

と し て
展 開 し
て い る
諸 事 業
と、ここ
を ベ ー
ス と す
る研修･
就 労 シ

ステムの⼯夫もよりいっそう求められるもので
す。 
 
 サポステ事業で⾏われる「集中訓練プログラム」
（集プロ）は、⼀定の密度と期間を確保して展開
する、「働きながら働くことを学ぶこと」を制度と
して確⽴されています。ただ、この集プロは全国
的にも苦戦が強いられています。私たちのサポス
テでも、集プロ参加者の募集には毎回苦労してい

■ 法⼈受託の｢サポステ｣事業の数値実績 

 2015 2016 2017 2018
三
鷹
武
蔵

新規登録者数 
進路決定者数 
のべ来所者数 
進路決定率 

300 
173 

9912 
57.7％

325 
172 

14452 
52.9％ 

228 
89 

9823 
39.0％ 

 

 

 

 

相
模
原

新規登録者数 
進路決定者数 
のべ来所者数 
進路決定率 

348 
157 

10875
45.1％

242 
155 

9502 
64.0％ 

136 
67 

8665 
49.2％ 

 

 

 

 

練
⾺

新規登録者数 
進路決定者数 
のべ来所者数 
進路決定率 

225 
152 

4135 
67.6％

210 
100 

4701 
47.6％ 

198 
46 

5727 
23.2％ 
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ます。そもそも数ヶ⽉間を「プログラム参加」に
費やすこと、その間の⽣活給付もないことなど、
参加には様ざまなハードルがあります。これらの
制度がより有効に機能するよう、政策提案も含め、
今後も⼯夫が求められます。 
 
 ｢⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業」の受託者が突然変
更された、さいたま市の例をひくまでもなく、こ
れまで⼀定の⼒量をもって委託事業を⾏ってき
て、全国的にもモデルとなるような取組をしてき
た団体が、突然⾏政の委託事業から外されること
も、各地で起こってきています。若者たちに本来
的に必要な｢協同実践｣を広げていくためにも、そ
のために私たちが運動と事業を継続していくた
めにも、事業継続に必要な取組を多様に追求して
いかなくてはなりません。 
 
 私たちの取組の進展によって、各地で、各⾃治
体で、要保護児童対策地域協議会、教育基本計画
策定委員会、不登校児童⽣徒対策検討委員会、学
校運営協議会等々の委員に私たちのスタッフが
参加していく状況もひろがっています。 
 
 若者たち⾃⾝やその家族、地域社会や多様な実
践者･実践団体、基礎⾃治体、等と、結びつきを強
化しながら、今後も運動と実践をすすめていきま
す。 
 
※ JYC フォーラム：若者協同実践全国フォーラ
ム。2005 年 4 ⽉にひきこもり⽀援に携わる⼈々
が集まり「全国社会的ひきこもり⽀援連絡会議」
を結成。2006 年 2 ⽉に「第 1 回社会的ひきこも
り⽀援者全国実践交流会 in 和歌⼭（改称後：全国
若者・ひきこもり協同実践交流会）」を開催。その
後も年に１回の全国実践交流会を積み重ね、その
集まりは⽀援者だけでなく、家族、若者当事者、
⾏政関係者、研究者や市⺠と広がっている。 
 
2017 年 11 ⽉に⼀般社団法⼈格を取得し、全国実
践交流会だけでなく研究会や交流研修・情報発信
等をすすめ、若者たちとともに「若者協同実践」
の追求・普及に向けて活動している。 
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社会的事業 

 

髙橋薫

2018 年度報告 

 私たちが実施する若者⽀援の現場に訪れる若
者の多くは、働き⽅がわからない、こうしていけ
ば⼤丈夫と思えないと感じています。それは、働
く現場のもつキャリア展望の⾒えなさ、そして「~
ねばならぬ」という職場の圧⼒がそうさせている
とも⾔えます。本当はもっと楽しく働きたい、学
びたい、そしてその先に進路が⾒えてくるような
体験がしたいというのは、多くの若者の願いでは
ないでしょうか。そのモデルづくりの挑戦として
良い仕事・よい働き⽅を追求してきた 3 事業につ
いて報告します。 

■ コミュニティベーカリー ⾵のすみか 

製造・販売の⼯夫 

 本年度は、スタッフの過剰な仕事量の削減を鑑
みた製造・販売過程の⾒直しを⾏ってきました。
とりわけ、6 ⽉の丸紅基⾦助成によるオーブン購
⼊により作業効率も格段に上がりました。また、
単価の調整で販売個数を減らしても売り上げを
増加させることもできました。現在は、ベーグル
やバケットを中⼼に売り上げが出ています。お客
さまの約半分が地元の⽅です。特に、⼦連れや⾼
齢の⽅の滞在時間が⻑いなど、⽐較的関係の深い
お客さまが多いのが特徴です。作業効率を上げる
ことで、こうしたお客さまとの接点もより増えて
きています。 

研修の次のステージへのトラッキング 

 パン屋さんというのは、そもそも⼤変な仕事で
す。また、この現場で研修した若者たちのほとん
どはパン屋さんになっていくわけではありませ

ん。働く現場だからこその教育⼒は⼤いにありま
すが、研修後に⾒える次のステージへのトラッキ
ングは薄いものになっています。その原因の⼀つ
にはパンづくりに関われる範囲が狭いというこ
とがあります。そこで、若者たちがより積極的に
関われるようにスムージーやピザなどのパンづ
くり以外のプログラムを増やしてきました。また、
約 5 カ⽉間の集中訓練プログラムを終了してから
も継続的に関わりながら、次の動きを模索するこ
とができるようにとアルバイトの枠も試⾏して
きました。 

進路模索、そして次につながる体験 

 これまで、すみか研修の次のルートとして、保
育園や介護施設などの調理につながった例もあ
ります。さらに、協同ネットとの関係性をベース
に保育や介護の現場や清掃の現場に移⾏するメ
ンバーもたくさんいます。こうした「出⼝」につ
ながる体験ができるようなパン屋さんに向けて
内実も伴うように、抜本的な検討が必要となって
います。 

■ ⾵のすみか農場 

共同事業による若者の参加 

 相模原市との共同事業は 10 年⽬を迎えていま
す。都市農村交流を継続してきた結果として、農
業⽣産活動に若者が多く関わることができまし
た。特に、⼩⻨の⽣産を中⼼に取り組むことで、
若者が関わりやすい形で活動できました。サポス
テのメンバーはもちろん、⽣活困窮者事業や 10 代
の若者の居場所事業のメンバーも多く参加しま
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した。その他にも、毎⽉⾵のすみかのメンバーが
参加したり、不定期ではありますが⾵のすみかの
前で野菜を販売したりと、ベーカリーとの接点も
増えました。もちろん、⼩⻨の収穫⾼も⼤きく上
がっています。 

ニローネモデルづくり 

 若者がニローネの農に関わることで、どんな学
びがあるのか、次へのステップとしてどんな形が
⾒えるのかということは⼗分に構造化されてい
ない現状ですし、農業⽣産物や加⼯品の売り上げ
はまだまだ軌道に乗っているとは⾔えないでし
ょう。とはいえ、ニローネの野菜を三鷹で⽬にす
る機会が増え、古⺠家が誰もが使いやすい形に整
備されてきていることは確かです。この形ならば
追求していけるのではないかというものを模索
しています。その意味でも、安定的な販売先の確
保については⼤きな課題です。 

■ DTP ユースラボ 

受注業務の展開 

 本年度は 2 ⼈の若者が中⼼となって働いていま
す。むさしの地域若者サポートステーションの移
転作業に係る看板やチラシ・リーフレットは彼ら
が⼿がけました。また、武蔵野市委託事業をはじ

め、たまたま関⼼を持ってくださった埼⽟県庁の
イベントチラシ・アプリ画像など、若⼲ではあり
ますが、優先的に⾃治体の仕事もありました。ま
た、継続的に仕事をくださっている社会福祉法⼈
や企業との関係も回数を重ねるごとにより深ま
ってきています。これにより、働いている若者の
安⼼感も増してきています。とはいえ、売り上げ
は 2 ⼈の若者の⽣活を賄うには程遠い状態です。 

働き⽅の模索 

 そもそも、こうして働けば安定した収⼊につな
がっていくという働き⽅のモデルとなる⼈が⾝
近にいません。そして営業のスタッフもいません。
働き⽅をどのようにつくっていくかが⼤きな課
題となっています。6 ⽉から DTP ユースラボで
借りていた⼀室を解約し、若者の交流スペースリ
ンクと同居する形になっています。作業環境の調
整が難しいこともありますが、それ以上に不安定
な部分もありながらの彼らだからこそ、普段から
仕事の中⾝や思いの共有は細かにしていかなけ
ればと情報共有の仕組みの⼯夫もし、結果として、
⽇常的な仕事のやりとりが増えてきています。よ
り仕事量を増やしたときの対処、やりきれないと
きに連携企業に助けてもらうまでの仕組み、そも
そも 2019 年度をどのようにして持たせるかとい
うことが課題です。

2019 年度計画

■ コミュニティベーカリー⾵のすみか 

トラッキングの追求と明確化 

 すみかの体験の後、厳しいパン屋業界や飲⾷業
ではなく、調理あるいは福祉職員のような分野の
ネットワークをつくり、そこにつないでいくモデ
ルを追求します。労働市場として、協同組合、福
祉作業所、⾼齢者⽀援事業所（ワーカー、調理補
助など）、保育園（⽤務、調理補助、保育⼠⾒習い）
などとネットワークを組み、その後の道筋を明快

にしていくことで、参加する若者がよりリアルな
次のステージを展望できるようにしたいと考え
ています。 

■ ⾵のすみか農場 

都市住⺠の体験の場としての農場へ 

 相模原市との共同事業として展開してきた農
場ですが、本年度は都市住⺠の農業体験を通した
地域振興をより具体的に展開してます。農業体験
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イベントの実施によって、相模原市の都市部の住
⺠が農場を活⽤できる形をつくります。また、⾵
のすみかの前でも農業イベントをはじめ野菜な
どの販売に⼒を⼊れます。もちろん、これまでの
ような⼦ども・若者の合宿などの受け⼊れも⾏い
ます。 

■ DTP ユースラボ 

安定的な収⼊、そして安定的な働き⽅の追求 

 収⽀をより明確に整理し、⾃主事業として成⽴
する部分と助成⾦や寄付によって対応しなけれ
ばならない部分を⾒えるようにしていきます。同
時に、若者にとってのよい働き⽅についての実
践・⾔語化も進めていきます。 

■ 事業の安定化に向けた検討と取り組み 

経済的⾃⽴の追求 

 各事業の収益を上げていくことはもちろんで
すが、そのほかにも、多様な調達の仕組みを検討・
整備していく必要があります。 

基⾦の検討と体制づくり 

 こうした社会的事業への参加に挑戦する若者
を応援するための基⾦をつくることは、これまで
も検討されてきましたが、法⼈全体の寄付を整理
し窓⼝を⼀本化して、その使途や成果について取
りまとめる機関の必要性がますます⾼まってい
ます。その体制をどのようにして組むのかという
ことも含めて、本格的実施に向けた検討を進めま
す。 

 

 

  


